
粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発

【５０６（５４５）百万円】

対策のポイント
現在輸入されている粗飼料を全量国産化、輸入飼料への依存体質からの

脱却に資する技術開発を行います。

（飼料自給率と食料自給率の関係）

粗飼料の全量国産化などにより、飼料全体の自給率を２５％から３５％に向上す

ることが目標とされており、これは畜産物等を含む食料自給率（カロリーベース）

の全体目標の約１％分の向上に相当します。

政策目標

粗飼料多給型畜産の技術開発により、食料自給率をカロ

リーベースで４５％（現状４０％）に向上させることに貢献

＜内容＞

１．自給飼料の生産量・質の画期的な向上によるＴＤＮ（可消化養分総量）増産

技術の開発

耐湿性を付与したトウモロコシや茎葉デンプン蓄積飼料用稲等の水田に適する

高ＴＤＮ飼料作物品種の育成と栽培技術の開発を行います。

２．自給飼料多給を基本とする効率的な畜産物生産技術の確立

多収・高ＴＤＮ品種の収穫・サイレージ調製技術の改善等により、現地実証

レベルでのＴＤＮ当たりの生産コストを飛躍的に低減する。また、自給粗飼料多

給を基本とした効率的な畜産物生産技術を確立するため我が国特有の標準的な粗

飼料多給型の家畜飼養技術の開発を行います。

３．研究機関、コントラクター（飼料作物の生産、収穫・調製、流通の担い手）、畜

産農家の連携による技術の確立と経営評価

新規育成品種の高品質安定生産技術、収穫・サイレージ調製技術、粗飼料多給

型家畜飼養技術等を生産現場において各機関の連携により総合的に開発します。

また、これらの技術が経営改善に及ぼす効果を評価します。

＜実施主体等＞
実施主体 独立行政法人、都道府県、大学、民間等

実施期間 平成１８年度～平成２２年度

[担当課：農林水産技術会議事務局研究開発課 （０３－３５０１－０９６６（直））]



粗飼料多給による日本型家畜飼養技術の開発

粗飼料増産のため
の研究シーズ

日本における飼料生産

北海道
・水田で栽培可能なトウモロコシ
・コントラクターに適した省力的な収
穫技術
・高品質なTMRの調製技術

・粗飼料による効率的な畜産物生産

東北・関東・東海・北陸
・水田で栽培可能なトウモロコシ
・茎葉澱粉蓄積イネの開発
・リグニン分解酵素添加による高ＴＤ
Ｎサイレージの生産
・乳酸菌と酵母菌を活用した高品質
なサイレージ生産
・粗飼料による効率的な畜産物生産

九州
・水田で栽培可能なトウモロコシ
・茎葉澱粉蓄積イネの開発
・リグニン分解酵素添加による高ＴＤ
Ｎサイレージの生産
・コントラクターに適した省力的な収
穫技術
・高品質なTMRの調製技術

・粗飼料による効率的な畜産物生産

北海道（平坦地）
トウモロコシ、チモシー、ク
ローバー、アルファルファ
等

東北・関東・東海・北陸（平
坦地）

トウモロコシ、ｲﾀﾘｱﾝﾗｲｸﾞﾗ
ｽ、飼料イネ等

耕種農家が取組み
やすい飼料作物の
生産条件を整備

九州（平坦地）
トウモロコシ、ソルガム、
飼料イネ、イタリアンライ
グラス等

（現状）
畜産農家が飼料作
物を生産する限界
にきている

飼料作物をコントラ
クター等へアウト
ソーシング

○ 飼料増産体制の構築

低コスト化

面積増

目標の実現

○ 自給飼料面積
９３万ha（H15)→110万ha（H27)
○ 飼料自給率
２４％（H15)→３５％（H27)
○ TDN生産量
３５２万TDNｔ（H15)

→５２４万TDNｔ（H27)

粗飼料自給率１００％の達成

生産努力目標の考え方

○耕畜連携による稲発酵粗
飼料等の生産拡大
→ H27までに粗飼料輸入ゼロ

近畿・中四国（山間部）

放牧、飼料イネ等

○ 飼料作物の分布

（参考）

粗飼料生産の飛躍的な拡大

摂食性が高い
粗飼料を多給

水田で栽培可能な
トウモロコシの育成

研究スパイラル
～効率的な畜産物生産を求めて～

自給飼料多給を基本とした効率的な
畜産物生産技術の確立（家畜への効
率的な粗飼料等自給飼料多給技術の
標準化）


